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１．はじめに

１．１ 背景

徳島県は、切迫する南海トラフ巨大地震を迎え撃つため、平成２６年３月１１日に「津

波防災地域づくりに関する法律」に基づく「津波災害警戒区域（イエローゾーン）」を指

定し、津波避難対策の推進を図っています。

当該区域の指定により、区域内にある要配慮者利用施設のうち、津波発生時における円

滑かつ迅速な避難体制を整える必要がある施設として市町村地域防災計画に位置づけられ

た施設（避難促進施設）は、「避難確保計画の作成」，「計画に基づく津波避難訓練の実

施」や「訓練結果の市町村長への報告」が「津波防災地域づくりに関する法律」により義

務づけられているところです。

今回、避難促進施設が実施する津波避難訓練を支援するため、当ガイドラインを策定し

ました。

各施設においては、当ガイドラインを参考に津波避難訓練を実施いただき、施設利用

者、また施設職員の命を守るための体制づくりを進めてください。

＜用語の解説＞

○要配慮者利用施設

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

○津波災害警戒区域（津波防災地域づくりに関する法律第５３条）

津波が発生した場合に住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域で、当該区域における津波による人的災害を防止するために警戒避難体制を特に

整備すべき土地の区域として都道府県知事が定めることができる区域

○避難促進施設（津波防災地域づくりに関する法律第７１条）

津波災害警戒区域内にある地下街等または要配慮者利用施設のうち、当該施設の利用者

の津波の発生時における円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められる施設とし

て、市町村の地域防災計画にその名称及び所在地が定められたもの
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１．２ 当ガイドラインの使用にあたって

当ガイドラインは、避難促進施設の津波避難の実効性確保のため、施設が津波避難訓練

を行う際に必要な観点を参考として示しておりますが、すべての施設に当てはまらない項

目もありますので、ご自身の施設に適した使い方でご利用下さい。

別途様式「津波避難訓練計画」作成様式にご自身の施設情報を記入することで、ご自身

の施設に特化した津波避難訓練計画が策定できます。記入にあたり、当ガイドライン中に

｛様式（○）欄に記入｝と記載している箇所がございます。対応する内容を確認の上、記

入して下さい。書き込み欄が足りない場合などは適宜必要なページをコピーするなどして

ご活用下さい。

また、巻末の「参考資料」に県内の取組事例を掲載していますので、ご自身の施設の訓

練を検討する際の参考として下さい。
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２．避難訓練の流れ

２．１ 避難訓練全体の流れ

避難訓練全体の流れは以下のとおりです。訓練全体の流れを理解し、計画的に準備・実

施しましょう。

訓

練

準

備

訓練計画の策定

（１）訓練の実施日時(P.4)

（２）震災リスクの把握(P.4)

（３）訓練の種類と目標(P.7)

（４）津波避難シナリオの作成(P.9)

（５）訓練の参加者・参加人数(P.10)

（６）訓練の実施体制(P.11)

（７）情報の収集・伝達方法(P.17)

（８）避難先、避難経路、避難方法等の確認(P.19)

（９）設備や装備品、持ち出し品等の確認(P.22)

訓

練

実

施

訓練の実施

（１）図上訓練(P.24)

（２）情報伝達訓練(P.24)

（３）避難経路の確認訓練(P.24)

（４）立退き避難訓練、垂直避難訓練(P.25)

（５）持ち出し品の確認訓練(P.25)

訓

練

終

了

後

（１）訓練の振り返り(P.26)

（２）訓練結果の市町村長への報告(P.26)
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２．２ 訓練計画の策定

避難計画の策定にあたり、「避難確保計画」を手元に用意してください。当該計画に従

って訓練計画を策定していきます。

（１）訓練の実施日時

【対象】すべての訓練

・訓練の実施日時を決定しましょう。原則として、年に１回以上は実施するようにしま

しょう。

・施設利用者が訓練に参加する場合は、負担等を考慮し、施設利用者が参加する訓練部

分はなるべく短時間となるよう考慮しましょう。 ｛様式（１）欄に記入｝

【記載例】

（２）震災（地震・津波による災害）リスクの把握

【対象】すべての訓練

・施設が有する震災リスクについて、徳島県の総合地図提供システム等で確認し、施設

が有する震災リスクを把握しましょう。 ｛様式（２）欄に記入｝

【記載例】

実施日時 令和４年９月１日１０時００分 から １０時５０分 まで

想定震度 震度 ６ 強

最大浸水深 ３．０ ｍ

基準水位（最大） ２．８ ｍ

津波到達時間 ４１ 分

（URL）https://maps.pref.tokushima.lg.jp/bousai/

■総合地図提供システム（防災・減災マップ）（徳島県）
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１）想定震度の確認方法

防災・減災マップの「震度分布（南海トラフ巨大地震）」にチェック

２）最大浸水深の確認方法

防災・減災マップの「津波浸水想定」にチェック

３）津波基準水位（最大）の確認方法

■総合地図提供システム（津波災害警戒区域）（徳島県）

（URL）https://maps.pref.tokushima.lg.jp/tsunami_mesh/

※基準水位とは、浸水深の水位に、

建築物等への衝突による津波の水

位の上昇（せき上げ）を考慮した

水位で、１０ｍメッシュ単位で設

定しており、津波から避難する上

での有効な高さが想定できます。
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４）津波到達時間の設定について

下表の津波到達時間は、地震発生から海辺にいる人々の人命に影響が出るおそれのあ

る水位変化（初期水位から＋２０ｃｍ）が生じるまでの時間です。避難は最寄りの津波

（＋２０ｃｍ）到達時間までに完了することを目標として下さい。

県内沿岸部における津波到達時間（初期水位から＋２０ｃｍ）

市町 津波（＋２０ｃｍ）

到達地点

津波（＋２０ｃｍ）

到達時間

（参考）

最大波到達時間

徳島市 マリンピア東端 ４１分 ５３分

鳴門市 里浦海岸 ４８分 ６４分

小松島市 小松島市本港 ４１分 ２０１分

阿南市

中島港 ２３分 １３９分

福井川河口 １９分 ９７分

伊島 １２分 ９８分

牟岐町 牟岐漁港 １１分 ５０分

美波町 由岐漁港 １２分 ２９分

日和佐港 １０分 ２８分

海陽町

浅川湾 １１分 ５２分

鞆浦漁港 ４分 ２９分

宍喰漁港 ６分 ４４分

松茂町
阿波おどり空港滑走路

東端
４５分 ６１分北島町

藍住町
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（３）訓練の種類と目標

【対象】すべての訓練

・今回行う訓練として該当する訓練内容にチェックをして下さい。同時に複数の種類

の訓練を行う場合は、該当するもの全てにチェックをして下さい。

・参加できる従業者・教職員・職員（以下、「施設職員」という。）および施設利用

者・児童・生徒等、患者等（以下、「施設利用者」という。）、施設利用者の家族、

保護者等、消防団等、地域の協力者など（以下、「避難支援協力者」という。）の人

数等を考慮して訓練内容を決定して下さい。

・また、訓練の目的と目標を明確化し、訓練終了後に達成度を振り返りましょう。

｛様式（３）欄に記入｝

【記載例】

１）訓練の種類

２）訓練の目的と目標

訓
練
の
種
類

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練

□ 避難経路の確認訓練 ☑ 立退き避難訓練

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練

□ その他（ ）

目的（確認すべき事項

など）
避難場所までの避難時間を確認する。

目標（計画時における

達成目標など）
避難開始から３０分以内に避難が完了する。



- 8 -

○訓練の種類と概要

○訓練の種類別確認事項

・下表は訓練別に作成が必要な事項を示しています。

・実施する訓練の種類に応じて、次ページ以降の該当する事項を作成して下さい。

〇・・・必須

△・・・場合に応じて記入

－・・・不要

訓練の種類 説明 参加者

図上訓練
立退き避難訓練や垂直避難訓練を図上で行う訓練で

す。情報伝達訓練と合わせて行う場合があります。

施設職員

避難支援協力者

情報伝達訓練
避難確保計画に定めた内容や担当者のそれぞれの役

割を踏まえ、情報収集や情報伝達を行う訓練です。

施設職員

避難支援協力者

避難経路の確認

訓練

現地を実際に見て、避難確保計画に定めた避難先や

避難経路の安全性等について確認する訓練です。

施設職員

立退き避難訓練
避難確保計画に定めた施設外の避難先に施設利用者

を立ち退き避難させる訓練です。

施設職員

施設利用者

避難支援協力者

垂直避難訓練
避難確保計画に定めた施設内の避難先に施設利用者

を垂直避難させる訓練です。

施設職員

施設利用者

避難支援協力者

持ち出し品の確認

訓練

避難に必要な装備品の点検、備蓄品の確認、避難先

への持ち出し品を実際に準備する訓練です。

施設職員

その他 上記訓練以外

図上訓練 情報伝達

訓練

避難経路

の確認

訓練

立退き

避難訓練

垂直避難

訓練

持ち出し

品の確認

訓練

(4)津波避難シナリオの作成 〇 〇 〇 〇 〇 △

(5)訓練の参加者・参加人数 〇 〇 〇 〇 〇 〇

(6)訓練の実施体制 〇 〇 〇 〇 〇 △

(7)情報の収集・伝達方法 〇 〇 － 〇 〇 －

(8)避難先、避難経路、避難方法

等の確認
〇 － 〇 〇 〇 －

(9)設備や装備品、持ち出し品

等の確認
△ － － 〇 〇 〇
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（４）津波避難シナリオの作成

【対象】すべての訓練

これまでの情報から津波避難シナリオを作成しましょう。訓練において、設定したシナ

リオどおりに避難行動ができたか確認して下さい。 ｛様式（４）欄に記入｝

【記載例】

※津波警報・注意報は地震発生後約３分後に気象庁から発表されます。

時間 状況 被害状況等

９：５５ 訓練予告

１０：００ 訓練開始

１０：０１ 南海トラフ巨大地震発生

１０：０３ 地震が収まる

停電発生

エレベーター使用不可

重傷者１名

〇〇通路は使用不可

１０：０４ 大津波警報発表

１０：０６ 避難開始

（地震発生より５分後）

１０：３６ 避難完了

１０：４２ 津波到達

１０：５０ 訓練終了
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（５）訓練の参加者・参加人数

【対象】すべての訓練

・訓練に参加する施設職員、施設利用者等および避難支援協力者などの訓練参加者の人

数を記入して下さい。なお、訓練参加者の人数は、実施する訓練に応じて避難確保計

画に定めた防災体制確立時の役割分担や人員配置に従って設定して下さい。

・関係者の協力を求めることを避難確保計画に定めている場合は、避難支援協力者も訓

練に参加してもらうように努めましょう。 ｛様式（５）欄に記入｝

【記載例】

１）社会福祉施設の場合

２）学校の場合

３）医療施設の場合

※避難訓練では、施設が有する災害リスクに対して、選択した避難先への避難が適切にで

きる人員体制を確保できるか確認して下さい。

訓練参加者

内訳

従業員（全員・一部） ２４ 名

（うちパート・アルバイト） （ １０ ） 名

施設利用者（全員・一部） ５０ 名

（うち通所者） （ ２０ ） 名

その他訓練参

加者

施設利用者の家族 ５ 名

地域の協力者 ５ 名

その他 ０ 名

訓練参加者

内訳

教職員（全員・一部） ２４ 名

児童・生徒等（全員・一部） ３００ 名

その他訓練参

加者

保護者等 ２０ 名

地域住民等 ５ 名

その他 ０ 名

訓練参加者

内訳

職員（全員・一部） ２４ 名

患者等（全員・一部） ４０ 名

その他訓練参加

者

消防団等 ２ 名

地域の協力者 ２ 名

その他 ０ 名
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（６）訓練の実施体制

【対象】すべての訓練

・避難確保計画に定めた内容に従って、実施する訓練の内容に応じた人員配置や役割分

担を決定して下さい。また、訓練の責任者（管理権限者）を決定して下さい。

・役割分担は、情報収集及び伝達を主に行う「情報収集伝達班」と避難誘導を主に行う

「避難誘導班」等があります。実施する訓練に応じて、訓練に参加する職員の役割を

決めて下さい。各役割の任務内容については、避難確保計画を確認して下さい。

避難確保計画の「１５ 防災体制一覧表」(注)を参考に、実施する訓練に応じた防災体制

と役割分担を検討して下さい。

１）運営班

実施内容の記録や訓練進行、状況付与等を行う運営班を必要に応じて設置することでス

ムーズな訓練進行に繋げることができます。参加者の人数が少ない場合は、運営班とその

他の班を兼務するなど、臨機応変に対応することが必要です。

｛様式（６）１）欄に記入｝

【記載例】

役割 担当者名

運

営

班

管理権限者

（司会、訓練運営、総括）
○○

実施内容の記録

（避難支援に要した人数の記録、避難に要する時間の記録、避

難先や経路の安全性の確認・記録など）

○○

訓練進行、状況付与、連絡調整等 ○○

その他（ ）

その他（ ）

人数

（ ３ ）名

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所

【訓練の実施体制例】
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２）防災体制

避難確保計画（４ 防災体制）(注)の活動内容等、訓練に必要なものを抜粋して下さい。

｛様式 （６）２）欄に記入｝

【記載例】

○津波到達時間が短い場合

体制
管理権限者 情報収集伝達班 避難誘導班

責任者名 ○○ 班長名 ○○ 班長名 ○○

警戒

体制

人数 １ 名 人数 ３ 名 人数 ２０ 名

状況把握、指揮 津波情報等の情報収集 使用する資機材の準備

施設職員等招集 施設職員への連絡 避難誘導開始

避難開始判断 保護者・家族等への事前連絡

周辺住民への事前協力依頼

市町への連絡

非常

体制

人数 １ 名 人数 ３ 名 人数 ２０ 名

状況把握、指揮 津波情報等の情報収集 避難完了の確認

市町への連絡 避難先での利用者支援

警戒体制

・地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合

・津波注意報、津波警報、大津波警報が発表された場合

・避難指示が発令された場合

津波は 20cm から 30ｃｍの高さであっても、急で強い流れが生じるため、これに巻き込まれて流

されれば、命を脅かされる可能性があることから、大津波警報・津波警報・津波注意報のいずれが

発表された場合であっても、危険な地域からの一刻も早い避難行動を取る必要があります。

また、沿岸部は地震発生から津波襲来までの時間が短いことから、少しでも早く避難する必要が

あり、津波災害警戒区域等に居るときに強い揺れ（震度４程度以上）又は長時間ゆっくりとした揺

れを感じた者は、気象庁の津波警報等の発表や市町村からの避難指示の発令を待たずに、自主的か

つ速やかに避難行動を取ることが必要です。

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所
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○津波到達時間が長い場合

体制
管理権限者 情報収集伝達班 避難誘導班

責任者名 ○○ 班長名 ○○ 班長名 ○○

注意

体制

人数 １ 名 人数 ３ 名 人数 ５ 名

状況把握、指揮 津波情報等の情報収集 避難誘導体制の確認

施設職員招集 施設職員への連絡 使用する資機材の準備

（避難開始判断） 保護者・家族等への事前連絡

周辺住民への事前協力依頼

警戒

体制

人数 １ 名 人数 ３ 名 人数 ２０ 名

状況把握、指揮 津波情報等の情報収集 避難誘導開始

施設職員等招集 市町への連絡

避難準備判断

要配慮者避難開始判断

非常

体制

人数 １ 名 人数 ３ 名 人数 ２０ 名

状況把握、指揮 施設内への避難開始の連絡 避難完了の確認

施設全体避難開始判断 市町への連絡 避難先での利用者支援

注意体制
・｢遠地地震に関する情報｣の中で津波の到達予想時刻等の情報が発表された場合

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合

警戒体制

・高齢者等避難が発令された場合

・津波注意報、津波警報、大津波警報が発表された場合

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合

遠く離れた場所で発生した地震に伴う津波のように到達までに相当の時間があるものについて

は、気象庁が津波警報等を発表する前から津波の到達予測時刻等の情報を「遠地地震に関する情

報」の中で発表する場合があります。

市町村は、この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表される可能性があることを認

識し、津波警報等の発表前であっても、必要に応じて高齢者等避難の発令を検討するものとなって

います。

施設利用者の人数や特性等から、施設利用者の避難完了に多くの時間を要する場合には、気象庁

の津波警報等の発表や市町村からの避難指示の発令を待たずに、自主的かつ速やかに避難行動を取

ることが必要です。
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南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ巨大地震（巨大地震注意）は、南海

トラフ地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まったと評価された場合に気象庁から発表

されます。これらの情報が発表された場合においては、後発地震に備え、情報の種類に応じた速

やかな避難行動を取ることが必要です。

※｢徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針｣より一部引用

南海トラフ地震

臨時情報

(巨大地震警戒)

〇南海トラフの東側（または西側）の領域で大規模地震が（Ｍ８クラス）が発生し

た場合を想定（半割れケース）

（概要）

・南海トラフの東側の領域で大規模地震が発生し、被災地域では甚大な被害が発生してお

り、平時に比べリスクが高まっている状況にある。

・徳島県内においても最大震度４程度を記録する揺れが生じ、大きな被害は生じていない

が、大津波警報・津波警報等が発表されることもあり、様々な情報が錯綜する状況が想

定される。

（住民の避難行動の方針）

・大津波警報等が既に発表されていることが想定され、沿岸部等の住民は避難している状

況で｢臨時情報｣を入手することとなる。

・要配慮者等は、発表の終了まで避難生活を送ることが望ましいが、体調の悪化等が懸念

されるため、本県の取組結果及び｢国のワーキング｣において示されている１週間程度と

することが想定される。

・避難先は、津波や揺れといった災害リスクから「安全な親類・知人宅」や「自治体が開

設する避難所」を想定。

南海トラフ地震

臨時情報

(巨大地震注意)

〇南海トラフ沿いで大規模地震に比べて一回り小さい地震（Ｍ７クラス）が発生し

た場合を想定（一部割れケース）

（想定される社会状況）

・震源域付近では、大きな揺れを感じるとともに、一部の沿岸地域では避難が行われてい

る。

・徳島県内では、地震による揺れは感じるものの、大規模な被害は発生していない。

（住民の避難行動の方針）

・それぞれの状況に応じて、地震・津波への警戒レベルを上げる対応を実施。

・地域の状況によっては、津波浸水想定区域内や土砂災害警戒区域内等の住民、家屋未耐

震の住民等は、自主避難を検討。

〇東海地震の判定基準とされるようなプレート境界面でのすべりやこれまで観測さ

れたことがないような大きなゆっくりすべりが見られた場合を想定（ゆっくりす

べりケース）

（想定される社会状況）

・揺れを感じることなく、また津波も発生しない。

・交通インフラやライフライン等は通常通り。

（住民の避難行動の方針）

・自宅等において速やかな避難の備えに取組むことを想定。

・気象庁から発表される地震活動や地殻変動に関する情報に注意を払う。



- 15 -

３）役割分担

役割欄は、２）防災体制から転記し、担当者を決定して下さい。

｛様式（６）３）欄に記入｝

【記載例】

○津波到達時間が短い場合

情報収集伝達班

※複数の役割を兼務することも可能です。

避難誘導班

※複数の役割を兼務することも可能です。

情

報

収

集

伝

達

班

役割 担当者名

班長 ○○

警戒体制 津波情報等の情報収集 ○○

警戒体制 施設職員への連絡 ○○

警戒体制 保護者・家族等への事前連絡 ○○

警戒体制 周辺住民への事前協力依頼 ○○

警戒体制 市町への連絡 ○○

非常体制 津波情報等の情報収集 ○○

非常体制 市町への連絡 ○○

人数（ ３ ）名

避

難

誘

導

班

役割 担当者

班長 ○○

警戒体制 使用する資機材の準備 ○○、○○

警戒体制 避難誘導開始 ○○、○○、○○、○○、○○

非常体制 避難完了の確認 ○○、○○

非常体制 避難先での利用者支援 ○○、○○、○○、○○、○○

人数（ ２０ ）名
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○津波到達時間が長い場合

情報収集伝達班

※複数の役割を兼務することも可能です。

避難誘導班

※複数の役割を兼務することも可能です。

情

報

収

集

伝

達

班

役割 担当者名

班長 ○○

注意体制 津波情報等の情報収集 ○○

注意体制 施設職員への連絡 ○○

注意体制 保護者・家族等への事前連絡 ○○

注意体制 周辺住民への事前協力依頼 ○○

警戒体制 津波情報等の情報収集 ○○

警戒体制 市町への連絡 ○○

非常体制 津波情報等の情報収集 ○○

非常体制 市町への連絡 ○○

人数（ ３ ）名

避

難

誘

導

班

役割 担当者

班長 ○○

注意体制 避難誘導体制の確認 ○○

注意体制 使用する資機材の準備 ○○、○○、○○、○○

警戒体制 避難誘導開始 ○○、○○、○○、○○、○○

非常体制 避難完了の確認 ○○、○○

非常体制 避難先での利用者支援 ○○、○○、○○、○○、○○

人数（ ２０ ）名
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（７）情報の収集・伝達方法

【対象】｢図上訓練｣、｢情報伝達訓練｣、｢立退き避難訓練｣、｢垂直避難訓練｣

・事前に津波情報や避難情報等の入手先を把握しておくことで、緊急時に迅速な情報収

集が可能となります。なるべくリアルタイムかつ正確な情報を得られる情報収集方法

を確認して下さい。

・情報伝達の際には、情報共有先に加え、いつ、どういった情報を、どのように伝達す

るか確認して下さい。

・避難確保計画（５ 情報収集・伝達）(注)から訓練に必要なものを抜粋して下さい。

｛様式（７）欄に記入｝

【記載例】

○津波到達時間が短い場合

体制 対象情報 主な入手先 伝達内容
情報伝達の流れ

発信者 情報伝達先

警戒

体制

地震に伴う強い揺れ又

は長時間ゆっくりとし

た揺れを感じた場合

管理権限者の

判断を確認

先ほど強い揺れがありま

した。警戒体制を取る段

階です。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

警戒

体制

津波注意報

津波警報

大津波警報

テレビ、イン

ターネット

（気象庁）

津波注意報、津波警報、

大津波警報、が発表され

ました。警戒体制を取る

段階です。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

警戒

体制

避難指示 エリアメール

市町からの電

話

避難指示が発令されまし

た。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

非常

体制

避難完了の連絡 避難誘導班に

確認

○○では、○時○分に避

難完了しました。

情報収集

伝達班

市町の担当部署

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所
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○津波到達時間が長い場合

体制 対象情報 主な入手先 伝達内容
情報伝達の流れ

発信者 情報伝達先

注意

体制

遠地地震に関する情報

南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震注意）

テレビ、イン

ターネット

（気象庁）

遠地地震に関する情報、

南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）が発表

されました。注意体制を

取る段階です。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

注意

体制

職員、避難支援協力者

への連絡

管理権限者の

判断を確認

〇〇が発表されたので施

設に参集して下さい。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

警戒

体制

津波注意報

津波警報

大津波警報

南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）

テレビ、イン

ターネット

（気象庁）

津波注意報、津波警報、

大津波警報、南海トラフ

地震臨時情報（巨大地震

警戒）が発表されまし

た。警戒体制を取る段階

です。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

警戒

体制

高齢者等避難 エリアメール

市町からの電

話

高齢者等避難が発令され

ました。

情報収集

伝達班

施設職員

避難支援協力者

非常

体制

避難完了の連絡 避難誘導班に

確認

○○では、○時○分に避

難完了しました。

情報収集

伝達班

市町の担当部署
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（８）避難先、避難経路、避難方法等の確認

【対象】｢図上訓練｣、｢避難経路の確認訓練｣、｢立退き避難訓練｣、｢垂直避難訓練｣

・避難確保計画に定めている避難先が想定される震災に対して適切かどうか確認しまし

ょう。

・避難先については、収容人数や施設利用者の支援等が可能であるか（支援に必要な設

備や備蓄品等が備わっているか）、避難を開始する際に開所するかどうか等を確認し

ましょう。

・訓練の種類に応じて避難先、避難経路、避難方法を検討して下さい。

・避難経路や避難に要する時間は、避難先ごとに確認しましょう。

・避難方法（車・徒歩など）や避難支援要員の配置を確認しましょう。

・避難確保計画（６ 避難誘導）(注)から避難先、移動距離等、訓練に必要なものを抜粋

して下さい。

｛様式（８）１）欄に記入｝

【記載例】

１）避難先情報

○立退き避難を行う場合

○垂直避難を行う場合

※垂直避難を行う場合は、最大浸水深及び基準水位（最大）より上階を避難先として設定

して下さい。また、自施設が木造である等、津波により倒壊するおそれがある場合は、

近隣の津波避難ビル等への立ち退き避難を検討して下さい。

避難先名称 移動距離
避難方法

避難に要する時間
徒歩 車両 その他機材

○○小学校

（校舎、２階

以上）

５００ｍ ☑ ☑（２台） 車椅子（５台） ３０分

建物名称 施設内の具体的な避難先 避難方法 避難に要する時間

○○棟 ４階○○
非常用階段

スロープ
３０分

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所
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２）津波避難経路図

・避難確保計画（６ 避難誘導 別紙１）(注)に記載してある「施設周辺の避難地図」中の

「津波避難経路」を抜粋し、下表に貼り付けて下さい。

・津波避難経路図に危険と思われる箇所（高いブロック塀等）を書き入れておきましょ

う。

｛様式（８）２）欄に記入｝

避難先 ○○ 避難先の連絡先 ○○－○○○

〈津波避難経路図貼り付け欄〉

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所
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３）避難誘導体制

避難確保計画（１４ 対応別避難誘導一覧表）(注)から訓練における施設利用者の担当者を決定して下さい。

｛様式（８）３）欄に記入｝

【記載例】

担当者名
施設利用者一覧（各避難誘導班の担当する施設利用者に○をつけて下さい）

〇〇 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇

○○ ○○ ○ ○

○○ ○○ ○ ○

車いす必要

常備薬あり

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所
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（９）設備や装備品、持ち出し品等の確認

【対象】｢図上訓練｣、｢立退き避難訓練｣、｢垂直避難訓練｣、「持ち出し品の確認訓練」

・避難確保計画に定めている避難や情報収集に必要と考えられる設備や装備品、持ち出

し品等を確認しましょう。不足している設備や装備品、持ち出し品等がある場合は、

可能な限り手配しておきましょう。

・避難する際に、設備や装備品、持ち出し品等の準備するタイミングについても確認し

ましょう。

・施設利用者の中には、個人の特性に応じて必要な設備等は異なる場合があります。施

設利用者にあった避難誘導方法や支援ができるよう必要な設備や物資を確認するよう

にしましょう。

・避難確保計画（７ 避難の確保を図るための施設の整備）(注)から必要な設備等を抜粋

して下さい。 ｛様式（９）欄に記入｝

【記載例】

１）避難に必要な設備等

２）避難に必要な装備品や持ち出し物品等

分類 設備等 数量 設置場所、保存場所

通常の設備

エレベーター ○ ○○、○○

上下階の移動のできる大型スロープ

の設置

○ ○○、○○

車椅子 ○ ○○、○○

その他（ ）

緊急時の

設備

停電対策としての非常用電源の設置 ○ ○○、○○

土のう ○ ○○、○○

止水板 ○ ○○、○○

その他（ ）

分類 装備品や持ち出し物品等 数量 設置場所、保存場所

情報収集

伝達

テレビ、ラジオ ○ ○○、○○

インターネットに接続したパソコン

やタブレット端末

○ ○○、○○

電話、ファックス ○ ○○、○○

携帯電話、スマートフォン ○ ○○、○○

電池、携帯電話用バッテリー ○ ○○、○○

避難誘導

名簿（施設職員、施設利用者） ○ ○○、○○

案内旗 ○ ○○、○○

懐中電灯 ○ ○○、○○

携帯用拡声器 ○ ○○、○○

電池式照明器具 ○ ○○、○○

ライフジャケット ○ ○○、○○

蛍光塗料 ○ ○○、○○

避難先

水、食糧 ○ ○○、○○

寝具、防寒具 ○ ○○、○○

衛生用品、衣料品 ○ ○○、○○

医薬品 ○ ○○、○○

その他 その他（ ）

(注) 県の様式を用いて避難確保計画を作成した場合の参照箇所



- 23 -

２．３ 訓練の実施

・２.２で策定した津波避難訓練計画に沿って訓練を実施して下さい。

・「２.２(１)訓練の実施日時」で設定した訓練の実施日時に行って下さい。

・「２.２(３)訓練の種類と目標」で設定した実施する訓練の内容によって訓練の流れは

異なります。

・訓練の目的と目標を意識して訓練を実施して下さい。

・毎年の訓練実施の度に、想定する被害のパターンや日中や夜間といった施設の特性や

避難する時間帯などを変えたシナリオにすることで、実際の震災時に想定していない

事態になった場合にも、臨機に適切な判断と対応ができる可能性が高まります。避難

訓練を重ねて、対応力を高めていくことが重要です。

（１）訓練実施手順

１）関係者との協議・調整等

・消防法に基づく消防訓練と併せて実施する場合は、消防署との訓練内容の協議、調

整及び消防署への訓練計画提出が必要です。

・緊急避難場所（自施設以外）への避難訓練を行う場合は、避難場所の管理者とあら

かじめ調整して下さい。

・訓練参加者に利用者や利用者家族が含まれる場合は、あらかじめ訓練参加の了解を

とって下さい。

・避難支援協力者ができるだけ訓練に参加できるよう依頼・調整して下さい。

２）訓練の準備、参加者への説明

・訓練に使用する備品・資機材（ビブス、ヘルメット、メガホン、カメラ等）を準備

して下さい。

・訓練に参加しない利用者に対するサービスの質の低下を防ぐため、職員シフトを調

整して下さい。

・仮想の危険箇所や使用禁止の機器（エレベータ等）への張り紙等を行って下さい。

・必要に応じ、参加職員への訓練内容やシナリオ、注意事項等に関する事前説明会を

実施して下さい。

３）訓練の進行・記録（運営班）

・運営班は設定した｢津波避難シナリオ｣に従い、訓練開始のアナウンス等の状況付与

を行って下さい。

・訓練内容をカメラやビデオカメラで記録して下さい。訓練時にビブスを着用してお

くと、ふりかえりの際に分かりやすくなります。
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（２）共通確認事項

１）図上訓練

図上訓練では、避難確保計画に定められている事項を点検し、適切に避難できることを

確認して下さい。参加者全員で、役割や人員配置等を確認して下さい。

２）情報伝達訓練

情報伝達訓練では、避難確保計画に定められている事項を確認し、情報収集、情報伝達

訓練を行う。

３）避難経路の確認訓練

避難経路の確認訓練では、避難確保計画に定められている事項を点検し、適切に避難で

きることを確認する。

役割 実施項目

管理権限者

「2.2(6)訓練の実施体制」で設定した人員配置や役割分担が訓練

を通じて適切だったかどうか確認して下さい。また、各班へ指揮

するタイミングなどについても確認して下さい。

情報収集伝達班
「2.2(7)情報収集・伝達方法」で設定した情報収集・伝達が適切

なタイミングで実施できるか、図上で確認して下さい。

避難誘導班

「2.2(8)避難先、避難経路、避難方法等の確認」で設定した避難

誘導を適切に実施することができるか図上で確認して下さい。

「2.2(9)設備や装備品、持ち出し品等の確認」で設定した避難に

必要な設備や装備品、持ち出し品等が適切に備わっているか、避

難する際に準備するタイミングについても図上で確認して下さ

い。

役割 実施項目

管理権限者
「2.2(6)訓練の実施体制」で設定した人員配置や役割分担が訓練

を通じて適切だったかどうか確認して下さい。

情報収集伝達班

「2.2(7)情報収集・伝達方法」で設定した情報収集、伝達が適切

なタイミングで実施できるか、実際に情報収集や情報伝達を行い

確認して下さい。

役割 実施項目

管理権限者
「2.2(6)訓練の実施体制」で設定した人員配置や役割分担が訓練

を通じて適切だったかどうか確認して下さい。

避難誘導班

「2.2(8)避難先、避難経路、避難方法等の確認」に設定している

避難経路で安全に避難誘導することができるか、ハザードマップ

等で経路上に危険な場所がないか、実際に経路を移動し危険な箇

所がないか確認して下さい。
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４）立退き避難訓練、垂直避難訓練

立退き避難訓練、垂直避難訓練では、避難確保計画に定められている事項を点検し、適

切に避難できることを確認する。参加者全員で、役割や人員配置等を確認して下さい。

５）持ち出し品の確認訓練

持ち出し品の確認訓練では、避難確保計画に定められている事項を点検し、設備等が適

切に備わっているかどうか確認して下さい。

役割 実施項目

管理権限者

「2.2(6)訓練の実施体制」で設定した人員配置や役割分担が訓練

を通じて適切だったかどうか確認して下さい。また、各班へ指揮

するタイミングなどについても確認して下さい。

情報収集伝達班

「2.2(7)情報収集・伝達方法」を確認し、適切なタイミングで情

報を収集、伝達することができるか、実際に情報収集や情報伝達

を行い確認して下さい。

避難誘導班

「2.2(8)避難先、避難経路、避難方法等の確認」で設定した避難

誘導を適切に実施できるか、実際に避難先に施設利用者等を移動

させて確認して下さい。

「2.2(9)設備や装備品、持ち出し品等の確認」で設定した避難に

必要な設備や装備品、持ち出し品等が適切に備わっているか、避

難する際に準備するタイミングについても確認して下さい。

役割 実施項目

管理権限者
｢2.2(6)訓練の実施体制」で設定した人員配置や役割分担が訓練

を通じて適切だったかどうか確認して下さい。

避難誘導班

｢2.2(9)設備や装備品、持ち出し品等の確認」で設定した避難に

必要な設備や装備品、持ち出し品等が適切に備わっているか、避

難する際に準備するタイミングについても確認して下さい。
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２．４ 訓練終了後

（１）訓練の振り返り

・訓練終了後には参加者全員で訓練の振り返りをして下さい。

・まずは訓練計画時に決めた訓練の目的・目標について達成度を確認し、その後、個別

の反省点や行動等について意見交換しましょう。

・振り返りで確認された課題については、その改善方法等（誰がいつまでに対応するの

か）を明確化した上で、避難確保計画へ反映することを検討して下さい。

（２）訓練結果の市町村長への報告

訓練を実施した際は、訓練実施後１ヶ月以内を目安に市町の担当部局に訓練結果を必

ず報告して下さい。（訓練の報告は法律上の「義務」となっています。）

※津波防災地域づくり法第七十一条第二項

避難促進施設の所有者又は管理者は、避難確保計画の定めるところにより避難訓練を行

うとともに、その結果を市町村長に報告しなければならない。

・報告の様式例（社会福祉施設用、学校用、医療施設用）を巻末資料に掲載します。ま

た、当様式は徳島県ホームページ（安心とくしま）「津波災害警戒区域内の要配慮者

利用施設に係る避難確保計画の作成等について」にも掲載しています。
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巻末資料（訓練実施報告書様式）

１．社会福祉施設用

２．学校用

３．医療施設用
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１．訓練実施報告書（社会福祉施設用）

訓練実施結果報告書（様式例）

施 設 名

実 施 日 時 年 月 日 時 分 から 時 分 まで

実 施 場 所

想 定 災 害

（該当する□にチ

ェックをする。）

□ 洪水 □土砂災害 □高潮 □津波

□ その他の災害（ ）

訓 練 種 類 ・ 内 容

（該当する□にチ

ェックをする。）

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練

□ 避難経路の確認訓練 □ 立退き避難訓練

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練

□ その他（ ）

（訓練内容を適時自由記載）

訓 練 参 加 者

・ 参 加 人 数

従業者（全員・一部） 名（うちパート・アルバイト 名）

施設利用者（全員・一部） 名（うち通所者 名）

その他訓練参加者：施設利用者の家族 名

地域の協力者 名

その他 名

訓 練 実 施 責 任 者 職 氏名

確 認 事 項

□ 避難支援に要した人数 名 □ 避難に要した時間 時間 分

□ 避難先や避難経路の安全性

その他

訓練によって確認

された課題とその

改 善 方 法 等

訓 練 記 録 作 成 者 職 氏名
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２．訓練実施報告書（学校用）

訓練実施結果報告書（様式例）

施 設 名

実 施 日 時 年 月 日 時 分 から 時 分 まで

実 施 場 所

想 定 災 害

（該当する□にチ

ェックをする。）

□ 洪水 □土砂災害 □高潮 □津波

□ その他の災害（ ）

訓 練 種 類 ・ 内

（該当する□にチ

ェックをする。）

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練

□ 避難経路の確認訓練 □ 立退き避難訓練

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練

□ その他（ ）

（訓練内容を適時自由記載）

訓 練 参 加 者

・ 参 加 人 数

教職員（全員・一部） 名

児童・生徒等（全員・一部） 名

その他訓練参加者：保護者等 名

地域住民等 名

その他（ ） 名

訓 練 実 施 責 任 者 職 氏名

確 認 事 項

□ 避難支援に要した人数 名 □ 避難に要した時間 時間 分

□ 避難先や避難経路の安全性

その他

訓練によって確認

された課題とその

改 善 方 法 等

訓 練 記 録 作 成 者 職 氏名
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３．訓練実施報告書（医療施設用）

訓練実施結果報告書（様式例）

施 設 名

実 施 日 時 年 月 日 時 分 から 時 分 まで

実 施 場 所

想定災害（該当する

□にチェックをす

る 。 ）

□ 洪水 □土砂災害 □高潮 □津波

□ その他の災害（ ）

訓 練 種 類 ・ 内

（該当する□にチ

ェックをする。）

□ 図上訓練 □ 情報伝達訓練

□ 避難経路の確認訓練 □ 水平避難（立退き避難）訓練

□ 垂直避難訓練 □ 持ち出し品の確認訓練

□ その他（ ）

（訓練内容を適時自由記載）

訓練参加者・参加人

数

職員（全員・一部） 名

患者等（全員・一部） 名

その他訓練参加者：消防団等 名

地域の協力者 名

その他 名

訓 練 実 施 責 任 者 職 氏名

確 認 事 項

□ 避難支援に要した人数 名 □ 避難に要した時間 時間 分

□ 避難先や避難経路の安全性

その他

訓練によって確認

された課題とその

改 善 方 法 等

訓 練 記 録 作 成 者 職 氏名
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参 考 （県内取組事例紹介）

１．吉野川育成園【松茂町】

２．阿波老人ホーム白寿園【徳島市】

３．特別養護老人ホーム緑風会ルネッサンス【阿南市】

４．牟岐町デイサービスセンター清流荘【牟岐町】
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県内取組事例紹介
県内４施設を対象に津波避難訓練に関するヒアリング（オンライン）を実施。その結果

は次のとおり。
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１．吉野川育成園【松茂町】

（障害者支援施設）

＜津波時の主な対応＞

・勤務職員が地域住民と連携

して垂直避難

・緊急避難場所として避難者受け入れ

・福祉避難所として避難者受け入れ

【施設情報】

【直近に行った訓練内容】

【そ の 他】

実施時期 令和４年１月 訓練時間 ２時間程度

訓練概要 夜間を想定した図上訓練 参加者 職員　１３名

訓練目的
マニュアルを基に安全確保から避難までの
動きを確認し，気づきや課題の抽出を行う

参加者補足
・参加者は主任クラス（災害時における隊長）
・業務に支障を来さないよう，訓練参加者は
  夜勤職員とは別にしている

災害の想定
・南海トラフ巨大地震（夜間）
・震度６強　　・１～２ｍの津波発生

準備作業者及び
準備期間

【作業者】防災担当者（防災委員会）
【準備期間】約２週間

訓練内容
・初動対応訓練【職員】
・津波避難訓練【職員】

準備内容
・消防署への訓練計画提出，協議
・訓練概要（説明用）
・職員シフト調整

避難先及び
避難方法

【避難先】上階
【避難方法】徒歩（階段）　　※今回は実動なし

特徴・工夫

・民生委員や自治会の有志で構成されている
　「地域住民地域防災支援協力会」があり，
　災害時の連携体制を構築している
　（今回は不参加）
・災害対応班毎に対応手順や避難経路を
 マニュアルに定めている

・施設主体の総会や施設のお祭りなどに地域住民も参加してもらい，交流している
・直近訓練以外の取組（訓練）として，
　①資機材点検，取扱講習　　　　　　　②非常連絡網確認訓練
　③すだちくんメール登録・変更　　　 　④配食訓練（賞味期限が近くなった備蓄品を食べてみる）
　⑤福祉避難所設営訓練　　等を実施している
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２．阿波老人ホーム白寿園【徳島市】

（養護老人ホーム）

＜津波時の主な対応＞

・垂直避難

（道路向かいの同一グループと連携）

・緊急避難場所として避難者受け入れ

・福祉避難所として避難者受け入れ

【施設情報】

【訓練内容】

【そ の 他】

施設タイプ 入所 職員数（平日） 15名

RC構造 職員数（休日） 10名

6階建て 夜間勤務体制 宿直１名，職員１名

有する災害リスク 津波・洪水・高潮 利用者数（平日） 90名

想定津波浸水深 ２～３ｍ 利用者数（休日） 90名

提供サービス 養護老人ホーム 自力で移動できる利用者の割合 約６割

補足

施設構造

緊急避難場所（津波）及び福祉避難所の指定あり

・町内会に加入しており，町内会総会で地域住民と交流している
　（地域情報発信，掲示板での訓練開催や起震車体験の案内をしたこともある）
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３．特別養護老人ホーム

緑風会ルネッサンス【阿南市】

（特別養護老人ホーム）

＜津波時の主な対応＞

・垂直避難

・福祉避難所として避難者受け入れ

【施設情報】

【訓練内容】

【そ の 他】

施設タイプ 入所・通所 職員数（平日） 37名

RC構造 職員数（休日） 23名

3階建て 夜間勤務体制 宿直１名，職員３名

有する災害リスク 津波・洪水・土砂・高潮 利用者数（平日） 86名

想定津波浸水深 １～２ｍ 利用者数（休日） 65名

提供サービス
特別養護老人ホーム（長期入所・短期入所），
地域密着型デイサービス，
介護予防・日常支援総合事業

自力で移動できる利用者の割合 約３割

補足

施設構造

福祉避難所の指定あり
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４．牟岐町デイサービスセンター

清流荘【牟岐町】

（通所介護施設）

＜津波時の主な対応＞

・水平避難

（約４００ｍ先の高台を基本）

【施設情報】

【訓練内容】

【そ

の

他】

・宿直に防災士を雇用

・避難生活でのストレス軽減，健康維持の観点から，持出品にレクリエーション用
　物品を含めている
・避難先施設とは普段から意見交換などを行っている

施設タイプ 通所 職員数（平日） 8名

RC構造 職員数（休日） 8名

1階建て（平屋） 夜間勤務体制 －

有する災害リスク 津波・高潮 利用者数（平日） 22名

想定津波浸水深 ５～１０ｍ 利用者数（休日） 22名

提供サービス
通所介護，介護予防・日常支援総合事業，

認知症予防対策脳活性化事業
自力で移動できる利用者の割合 約4割

補足

施設構造

発災後は災害ボランティアセンターへ

実施時期 令和３年１１月 訓練時間 ３０分程度

訓練概要 利用者参加型の津波避難訓練（水平避難） 参加者 職員　８名，利用者　２３名，施設内他部署職員　５名

訓練目的
・利用者の安全確保や情報収集等の
　初動対応の確認
・車を利用しない屋外避難の実践

参加者補足 職員及び利用者は全員参加

災害の想定
・室ロ沖を震源
・M8.0の巨大地震発生

準備作業者及び
準備期間

【作業者】防火管理者
【準備期間】約１週間

訓練内容
・初動対応訓練【職員】
・津波避難訓練【職員，利用者】
　（避難誘導，健康状態把握，負傷者手当て）

準備内容

・消防署への訓練計画提出，協議
・開催日及び職員のシフト調整
・避難先施設との協議
・他部署職員に説明，当日協力依頼

避難先及び
避難方法

【避難先】高台（近隣施設の駐車場）
　　　　　  ※距離約４００ｍ
【避難方法】徒歩（歩行器，車いす）

特徴・工夫
・デイサービス職員以外と連携し，
　組織全体で取り組んでいる
・利用者にも訓練後の意見，感想をもらっている
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徳島県危機管理環境部 とくしまゼロ作戦課事前復興室

〒７７０－８５７０ 徳島県徳島市万代町１丁目１番地

電 話：０８８－６２１－２７１０

ﾌｧｸｼﾐﾘ：０８８－６２１－２９８７

E-mail ：tokushimazerosakusenka@pref.tokushima.jp


